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要旨　日本の災害対応には、組織ごとの目的に応じて縦割りの弊害がある。同じく地方自
治体が主体であるアメリカやドイツには異なる状況があり、東日本大震災以降の法と政策
の改正の傾向を外国の実行に照らして、日本的な実行の限界を確認する。
１　問題の所在
　2011 年３月 11 日 14 時 46 分、東北地方は大地震（マグニチュード 9.0）に見舞われた（以
下「東日本大震災」という）。阪神淡路大震災（1995 年１月 17 日マグニチュード 7.3）か
ら約 16 年間が経過した日の、春の訪れを感じさせる温暖な昼下がりであった。そして阪
神淡路大震災では死者が 6,434 人（そのほか行方不明者が３人、合計が 6,437 人）であっ
たのに対して、東日本大震災の死者は 15,875 人（そのほか行方不明者が 2,725 人、合計が
18,600 人）の規模であり、1896 年の明治三陸地震の規模（宮城県下で死者 3,452 人、青森
県下で 343 人、岩手県下で 22,565 人　合計 26,360 人）を下回りながら、今回も明治三陸
地震のときと同様に、地震後の津波の急襲によって落命した者が多かった。そして逆に、
阪神淡路大震災のような地震から直接影響を受けた倒壊家屋の下での圧死や焼死、倒壊等
による外傷者が少ないという特徴をもっていた1）。さらに東日本大震災によって発生した
津波は、福島県の太平洋岸に所在する原子力発電所に甚大な被害を与え、福島県の一部に
放射能汚染による恒久的な不毛地帯を生じさせるとともに、一時的には関東などの近隣諸
地域にも放射能汚染拡大という、深刻な事態の招来を予感させた2）。また、報道が普及し
た現代社会では、こうした事態の全てが画像を伴って、国内や外国に速やかに波及したこ
とから、成田国際空港には早速多くの中国人が避難出国のために殺到したが、中華人民共
和国政府も多くの臨時便を運航して、これらの在日中国人の動向に応じた3）。本論の対象
は法と政策から見た場合の東日本大震災の対応のあり方であり、東日本大震災の反省と今
後の指針を示すことが課題になる。
　大規模な震災には混乱が付きまとう。混乱の中で、日本のように第一次的な対応が地方
自治体によって担われる国家では、具体的な対処にあたるのが市町村単位の消防である（消
防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第６条は「市町村は、当該市町村の区域における消
防を十分に果たすべき責任を有する」と定め、かつ同法第 19 条は「市町村の消防は、消
防庁長官又は都道府県知事の運営管理又は行政管理に服することはない」と定め、市町村
単位の消防の自主性を保障している。）。この消防組織法の規定に対応して災害対策基本法
（昭和 36 年法律第 223 号）の第 34 条から第 45 条までによって、市町村単位で防災計画
が予め備えられるものの、震災等が市町村単位を超える規模の場合には県単位での即時の
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対応も重要であり、県単位でも防災計画が存在する4）。ただし、消防は県の直接の隷下で
はない。それでも東日本大震災では被害が複数の県に波及し、かつ、それぞれが相当の規
模であったことから、市町村相互に止まらず、県と県とを跨ぐ対応も必要であった。そし
て災害対策基本法及び消防組織法の枠組みを前提とした現行の体制は本来、県又は市町村
の単位を前提としていて、これらの間の急遽な連携の実現と、それによる効果的な対応の
実現には不向きであったといえる5）。そこに加えて、災害対応にも日本の社会固有の縦割
りの弊害に代表される傾向があり、さらに消防などは職人気質に裏付けられた組織でもあ
り、同じく災害対応の主体となる警察や災害拠点病院などとは異質な性格を抱えている6）。
ここでは、最初に市町村単位、そしてそれに覆い被さりながら県単位、そして次に自衛隊
の災害派遣を除いて実働単位を持たず、かつ、地方分権を踏まえた日本という国単位が、
大規模災害に際して連携を早期に実現できるのか、が問題であった。この問題について順
次、現行の災害対策基本法のあり方を検証し、さらに諸外国の例に学び、これらによって
相当規模での災害での対応、すなわち日本の場合の緊急時の対応（response in disaster）
段階での限界を見極めていく。争点は、東日本大震災の初期段階において被災者にとって
必要だったのが、被災の規模に応じた県と県を跨ぐ形態、すなわち全体規模での迅速な対
応であったことである。
　以下、第一に、東日本大震災のような大規模災害において、発災直後の混乱の中での初
動から災害復旧の段階に至るまで、可変的かつ長期的に対応することが要求される体制を、
日本という国単位で捉える。災害対策基本法の検証である。被災状況の変遷に応じて、対
応が徐々に整備され、その都度活動可能な状況に市町村や県が国の介入によって再編され
ていく過程で、具体的に災害に当面する市町村などの単位間の連携の法律上のあり方に着
目する。それが大規模災害への「対応」の日本における意味であり7）、初動段階において
既に「災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の権限は都道府県知事に、災害対策基本法
の責任は市町村にそれぞれ分属するというねじれがあり」かつ「アメリカのような専門性
を備えた常設の連邦危機管理庁（Federal Emergency Management Agency: FEMA）が
存在しないところに問題がある」8）から、こうした観点を諸外国の危機管理と対比するこ
とにより、日本の場合の限界を明確にすることができる。
　第二に、災害対策基本法と有事法制についてである。アメリカ合衆国（以下「アメリカ」
という）やドイツ連邦共和国（以下「ドイツ」という）などの国家でも、日本の場合と同
様に、災害対応の初動は地方政府に委ねられている。災害現場の直近にある消防等が第一
に、かつ早々に起動することが予定されるのは、日本の場合も、アメリカやドイツの場合
も変わらない9）。ただし、アメリカの場合の緊急事態宣言（Declaration）や、ドイツの場
合の国防軍を中核におく緊急事態宣言の発令以降は、アメリカやドイツでは国による災害
対応が、有事法制の適用の性格を帯びることを意味する。具体的には、ドイツでは緊急事
態宣言発令後は、相当規模の病院全ては入院中の傷病者の帰宅を促して、災害による負傷
者の病院収容能力を確保する義務が生じる10）。災害対応が、有事法制の中で行われるが故
に、国単位での対応の方向が明確になる。これに対して日本の場合で、東日本大震災のよ
うな県の枠組みを越える対応が必要なときには、予め県相互の調整が必要である。こうし
た枠組みの下では、主として災害拠点病院に配置されるドクターヘリのような迅速かつ機
動力の点で優勢な活動主体が、突発的な災害に応じて活動するときには、県単位・市町村
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単位の活動自体が、初動の段階におけるドクターヘリによる救命に必ずしも貢献しないこ
とを意味する11）。また災害対策基本法が定める中央防災会議などによる国単位の対応は、
都道府県単位の防災計画に阻まれて、初動の段階では必ずしも円滑に進まない。津久井進
が、「災害対策基本法には都道府県と国に共通する「理念」が示されていない」12）としてい
ることは、災害対策基本法が災害時における国、都道府県、市町村などの立場と役割を明
確にしていること、すなわち、国、都道府県、市町村ごとに災害対応の枠組み（義務等）
を規定していることと同義である。東日本大震災以降、異なる地方公共団体に所属する消
防機関の間で連携目的の訓練が盛んに行われているのは13）、この「理念」の欠落を実態的
に補足するものであるともいえる。もちろん消防機関の相互援助・協力は東日本大震災以
前においても存在していた。ただし問題は、それが急遽かつ広範囲の対応に応じる段階に
まで整備されていたのか、さらに東京消防庁の場合のように、都道府県単位でも一括して
活動可能なようなときはともかくも、千葉県の場合のように、市町村単位の消防活動が基
本とされるときには、消防機関相互の連携が実態的に容易だったのか、ということにある。
　こうした問題意識を持ちながら、本論は、東日本大震災における地震と津波後に対応す
る過程での「レスポンス」の実現の可否の検討に中心を置いて、法と政策によって支えら
れた「そなえ」のあり方と直後の実践の可否に着目し、かつ、東日本大震災での実行に照
らしながら、法と政策の分野において現行の体制の実効性を批判することが内容になる。
批判の機軸は、アメリカとドイツの場合の「そなえ」との比較にある。ただしアメリカと
ドイツの場合が優れ、日本国のそれが劣るとするものではない。それぞれの国家は、それ
ぞれ国民の構成も異なり、法や政策の基盤となる思想も同一ではないことが理由になる。
それでも災害の初期段階において、例えば重症者の救助・救命が重要であることは世界規
模で共通である。それが故に日本においても諸外国と比較しながら、日本固有の問題を含
む現在のあり方を再考することにも意義を見出すことができる。
２　東日本大震災以降の災害対応の傾向について
　論を進めるのに先立ち、東日本大震災以降の変化の傾向を東京都、医療機関について順
次見ていくことにする。
　対象は東京都である。東京都が災害対策基本法によって定めている地域防災計画の修正
の要点は次のとおりである。１）防災力の向上である。具体的には住民自らの判断で避難・
対応することの強調、次に地域単位での共助の促進、消防団による活動の充実化、そして
ボランティア活動との連携の整理である。１）は震災直後の初動の段階での対応のあり方
をいう。住民自らの判断による避難・対応は、アメリカのあり方と同じである14）。直後に
おいて自らが、そして次に隣接する者の互助に訴え、さらに地域のごとの自主的な組織で
ある消防団の活動に依存し、これに自主的な判断と行動が可能なボランティアとの連携が
加えられる15）。ドイツでは、大規模な災害時に対応するボランティア活動が公的な消防や
医療機関を補完する単位として平時から組織されている。いわゆる騎士団（Deutscher 
Orden）である16）。アメリカでもボランティアが公的な機関と連携して活動するのが通常
であるのに対して、日本ではボランティアが公的な機関等と連携する形態は、特に初動の
段階では、日本赤十字社（指定公共機関に該当する）によるもの以外に聞かない。総括す
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れば、東日本大震災では公的な機関という枠組を超えた範囲にまで、実効的な目標が設定
されていなかったことになる。２）安全な都市作りである。建物の耐震化及び安全対策の
強化、出火・延焼の防止などである。インフラの観点から、安全・安心を確立させるもの
であり、中国や中東などの震災の例からも、インフラが強固であることは実効的な対策に
なる17）。これについて東京都などの地方公共団体は、建築許可や消防査察などの方法によっ
て係わることができる18）。３）救急面のみならず復興でも重要であるが、交通ネットワー
ク及びライフラインの確保（そなえ）である。対象は、道路、橋梁、鉄道、河川、港湾、
空港、そして水道、電気、下水道、ガスなどの確保である。空港は、元より東海地震対応
で国土交通省が空港の早期復旧と航空機等の受け入れを第一の目標とすることを掲げてい
るが19）、その方法はそれぞれの対象ごとの管理に分散しながら、それぞれの管理主体にお
いて「確保」が目的として掲げられ、管理主体ごとの実践に反映されることになる。４）
広域的な視点から応急の対応を強化することである。具体的には、現状把握＞課題抽出＞
対策の策定＞目標到達＝具体的な取り組みを行うことで、それには初動対応体制の整備（そ
なえ）、以降の事業継続体制の確保（見通し）、消火・救助・救急の実施が必要になる 20）。
以下５）からは情報通信の確保、６）医療救護対策の現状整備、７）帰宅困難者の対策、８）
避難者の対策、９）物流、備蓄・輸送の対策、10）放射線物質の対策、最後に 11）住民生活
の早期再建と災害復興計画へと繋がる。それぞれについて、予防、応急、復旧といった災
害フェ－ズに応じた対策を構築することにし、さらにこれを機能的な計画とするために、
４）において発災後の対応手順を直ちに明確にすることが掲げられている。具体的な項目
列挙、当該項目列挙の段階的な実施に向けた具体的な手続の策定、その策定手順の明確化
が計画実施の目安になる21）。
　東京都の防災計画は他の県単位の防災計画と同じく対象が広範囲に及ぶが、その見直し
の方向は、東京都が危機管理として何を行うべきか、を具体的かつ実践的に規定すること
にある22）。東京都は、消防が東京消防庁として一括されていること、内閣危機管理室など
に代表されるように政治・統治機能が集中している首都であること、さらに人口等の規模
でも他の地方公共団体とは異なるが、防災計画の修正の方向は実効的・実践的である。政
府の地震調査委員会が 2012 年 12 月 21 日に公表した今後 30 年間のうちに震度６超の規模
の地震に見舞われる確率が、千葉市で 75.7％、横浜市で 71％、水戸市で 62.3％、さらに
静岡市で 89.7％と高いこと23）も東京都における実効的・実践的な修正を後押ししていると
見てよいだろう。
　第二に、医療機関である。医療機関では計画を策定するというよりも、平時の医療活動
を上回る事態に遭遇したときに、どのような対応をとるべきかが争点になる。2012 年 11
月の日本航空医療学会での静岡県聖隷三方原病院救命救急センター矢野賢一医師による報
告（「病院避難支援活動からみた医療、自衛隊、消防との連携について（2012.11.10）」）か
ら、今後の対応の傾向を概観してみよう。
　報告は、東日本大震災において孤立し、機能停止状態に至った石巻市立病院での重症患
者の搬送活動（救出―転送・転院）を中心に行われた。発災当時、当該病院内に残されて
いたのは患者が 162 名、職員 240 名である。３月 11 日 15 時 40 分頃には津波が襲来して
病院周辺は冠水して孤立の状態になった。３月 12 日午前中には自衛隊のヘリコプターが
飛来し、病院は救助を依頼するが実施に至らなかった。午後には警察のヘリコプターが飛
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来し、同じく救助の依頼を行うが実施に至らなかった。このため、石巻市立病院は３月
13 日に石巻赤十字病院を介してドクターヘリを要請する（開腹手術後の患者の転院搬送
依頼が内容であった）。この要請を受けて、同 13 日 13 時 00 分には手術中断患者の搬送が
実施され、さらに同 13 日 16 時 50 分にはドクターヘリと自衛隊によって重症患者の６名
の搬送が実施された。その後、石巻市立病院は、ライフライン途絶、交通網の破綻、食料
の枯渇などを理由に、患者 160 名の病院避難（転院）に目的を変更した。これに対応して、
３月 14 日 09 時 30 分にはドクターヘリ５機による患者の搬送が開始された。これらのド
クターヘリは千葉県ほかから、東日本大震災対応の目的で集散したものであり、通常は、
消防などからの要請を受けて患者の収容・治療を行うことが業務であり、病院単位で配置
されている。このドクターヘリが、石巻市立病院の要請を受けて、３月 14 日 17 時 30 分
までに 91 名の患者を搬送した。この搬送は、同 14 日 20 時 30 分から自衛隊のヘリに引き
継がれ、同日の 22 時 30 分までに患者全員の搬送が終了した。自衛隊への搬送引継ぎは、
ドクターヘリが夜間の飛行に十分に対応できないという理由によっている。この自衛隊へ
の引継ぎには、混乱の中で、ドクターヘリ関係者の自衛隊への働きかけがあった24）。
　こうした経過について日本航空医療学会では、医師の立場から、３月 12 日の自衛隊及
び警察から飛来したヘリコプターへの働きかけ（病院内の情報伝達）はどのように扱われ
たのか、という疑問が呈された。しかしながら、結果から見れば、自衛隊が初動活動を開
始するまでに、かなりの時間が必要であったこと、通常、病院と連携の関係が深い消防防
災ヘリによる搬送はなかったことなどの事実を踏まえながら、そして今回の病院避難活動
が想定外であったとしても、さらにそれが迅速ではなかったとしても、連携が実現したこ
とを評価し、仮にこれについて事前に対応の想定や行政協定などがあったとしても、迅速
に十分な手段を投入することは実現できなかったとしながら、今後このような事態では、
病院側と自衛隊等の機関との連携が必要不可欠であると報告された。東日本大震災におい
て石巻市民病院の４日間に投入された人員・搬送手段等は、最終的に DMAT（Disaster 
Medical Assistance Team: 災害派遣医療チーム：救急医を中心とする医療チームのこと、
以下「DMAT」という）８隊（32 名）、ドクターヘリ６機、自衛隊（夜間）２機であっ
た 25）。
　聖隷三方原病院は、この事実を静岡県に持ち帰り、その後、県内の関係者によって試み
られていることを報告している。それは航空運航統括班として医療、消防、自衛隊、行政
機関の連携を可能にする組織体を創設することである。これは、災害時の混乱や、新たな
事態の発生に対応するため、現場からの情報、要請を速やかに収集し、統合し、対応の必
要・内容を決定することを、一箇所に参集した関係機関全てが参加する協議によって実践
しようとするものであった26）。
　前記の東京都に代表される行政機関が行うことは計画の段階では目標の列記であり、そ
こでは具体的な方法の設定・明示が薄い傾向があるのに対して、医師による改革の提案は
実践的である。それぞれの組織等が行うことの調和の必要と連携の実現が目標になる。そ
れを水平方向から見たとき、すなわち初動から復旧までの過程では、それぞれが果たすべ
きことの社会的な観点からの位置付けや、対応の進行・整備に応じた、それぞれの時点で
の組織等の活動の重要度に関する評価も異なる。それでも医療の目的は最後まで救命に繋
がる。それは、東日本大震災のような広範な面での災害でも、例えば空港内での離着陸失
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敗に起因する航空機事故対応、つまり点での災害のときも変わらない27）。
　医師の立場からの総括では、千葉県の君津中央病院の北村伸哉医師が次のような報告（航
空運航システム研究会シンポジウム（2012.12.01））を行っている。
　第 19 回日本航空医療学会では、関係機関（陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊、海
上保安庁、市消防航空隊、ドクターヘリ、ボランティアの民間団体が運航する航空）がそ
れぞれの特色を生かして活発な活動を実施したことが報告された。しかしながら国内最大
の組織である自衛隊や他の機関を、日常から救急救命に従事するドクターヘリから見れば、
それは迅速に欠けるという印象を持つことになったことも報告された。北村医師は、それ
でもこれらの組織が動き出せば、自衛隊などの組織の規模、備える機材の適合が故に、医
療関係者との集約は大きな力を持つことになったとしている。だとすればやはり、全体の
連携を図るためには、今後、迅速かつ正確な情報収集が不可欠であり、これを担う災害対
策本部のあり方が重要であり、そこでの行政機関の責務は大きいといえる、と総括し
た28）。
　東日本大震災以降の対応の傾向を、行政が行う計画の観点と、医療の観点から並記した。
２つの観点の接点こそが、今後あるべき方向を端的に示しているといえる。それでも震災
への対応を担うべきとされているものと、担うことになるものは広範囲であり、かつ、そ
れぞれの相互の接点のあり方は複雑で多様である。そして成田国際空港のような大規模な
空港での航空機事故では、災害の対応は「面」ではなく「点」に集約されることから、「複
雑かつ多様」の実際が容易に把握される。次項以降、一旦、災害対応の基本法に立ち返り、
その後、災害対応の実践を広く概観して結語へと進むことにする。
３　災害対策基本法の考え方
　災害対策基本法を改正前と改正後について見る。
　１）法の構造
　災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）は、伊勢湾台風を契機に制定された災害対
応の枠組みを定める法である。地方自治法 ( 昭和 22 年法律第 67 号 )、災害救助法（昭和
22 年法律第 118 号）、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）、公衆電気通信法（昭和 28
年法律第 97 号）、自衛隊法（昭和 29 年法律第 165 号）とも連携しながら、日本における
災害対応の国、都道府県、市町村、指定公共機関ごとの役割分担、対処の計画などについ
ての規定をもつ。そして災害対策基本法制定の背景には、災害について規定をもつ法律の
数が多く、かつ、災害の発生時の国、都道府県、市町村の責任の範囲も明確ではなく、結
果においてそれぞれの活動は計画性を欠くことが多いという事実があった29）。
　災害対策基本法の内容は、１）防災責任の明確化であり、２）総合的な防災行政の推進で
あり、３）計画的な防災行政の推進であり、４）災害に対する財政援助であり、そして５）
災害による緊急事態に対する措置である30）。また、災害に対する活動を災害予防、災害応
急対策、災害復旧に区分して定めながら、災害に対する活動では市町村長の権限を強化し
て、被災への対応の直近となる市町村が行うべきことを明確にしている31）。同時に災害対
応の実施については、国では内閣総理大臣を会長としながら、災害対応関係の省庁大臣を
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委員とする中央防災会議を設けることとし（第２章第１節）、地方では都道府県知事を会
長とし、かつ、都道府県、消防機関、指定公共機関などを構成員とする都道府県防災会議
を設けることとしながら（第２章第２節）、あわせて市町村においても同様な仕組みで市
町村防災会議を設けること（第２章第２節）を規定している。
　これらの国、都道府県、市町村というケルゼンの法段階説に準じたような様相での、少
なくとも県と市町村との間での上位下達を前提にした会議体の設定は、防災の実施計画に
関する規定の段階で、さらに明確な役割分担になる（第 34 条から第 45 条まで）。
　国の中央防災会議は防災基本計画を策定し、防災に関する総合的かつ長期的な計画とし
て都道府県が定める地域防災計画、及び指定公共機関が定める防災業務計画において重点
を置くべき事項等を明確にすることと定められている（第 11 条）。都道府県は防災基本計
画に基づいて、当該都道府県の地域ごとに地域防災計画を定めることになる（第 34 条、
第 35 条）。指定公共機関は、それぞれの業務に応じて防災基本計画を踏まえて防災業務計
画を定めることになる（第 36 条、第 37 条）。この場合において、都道府県が策定する地
域防災計画は、指定公共機関がその業務の範囲に応じて定める防災業務計画に抵触するも
のであってはならないとされ（第 40 条、第 41 条）、さらに市町村が定める市町村防災計
画は防災業務計画及び都道府県の地域防災計画に抵触するものであってはならないとされ
る（第 42 条）。これらの規定によって、防災基本計画の位置付けに応じた地域防災計画及
び市町村防災計画が、県と市との関係を背景にしながら策定される。総体的にも、国、都
道府県、市町村、指定公共機関という関係機関等の活動により災害対応の全体が実施され
るが、その実施の段階に応じて、それぞれの役割分担には関係機関等相互の活動の整合を
図る必要が残る。
　このように災害対策基本法は、役割分担の観点から計画を段階的に整理することを規定
しているが、実施の部分では、関係機関等の相互の関係を明文で規定していない。
　次に、明らかに緊急かつ至急の事態に至った場合は、どのように規定されているのだろ
うか、である。
　災害対策基本法は、市町村対応を原則としている。通常、第一次的に災害対応を担う消
防は市町村単位であり、それぞれが自治を認められているから、市町村防災業務計画が災
害対策の実施の細目的な位置になる。これに対して警察は都道府県単位であり、警察官職
務執行法（昭和 23 年法律第 136 号）には警察官が行う災害対策について明文での規定が
ないものの、公共の秩序の維持を目的として、消防とともに災害時の第一次的な対応にあ
たる。こうした日本の法の構造と災害対策は、併せて把握する必要がある。
　災害対策基本法第８章にも災害緊急事態が規定されている。異常かつ激甚な災害によっ
て、国の経済及び社会の秩序の維持、および公共の福祉の確保に重大な影響を及ぼす場合
で、緊急の必要があるときは、内閣総理大臣は災害緊急事態を布告して緊急災害対策本部
を設置することができる（第 105 から第 108 条まで）。ただし、緊急事態については警察
法及び自衛隊法にも規定があり、警察法（昭和 29 年法律第 162 号）においては大規模な
災害、騒乱その他緊急事態に際して治安維持のために特に必要があるとき（警察法第 71
条第１項）、自衛隊法では外部からの武力攻撃に対して特に緊急の必要があるとき（自衛
隊法第 89 条、第 90 条）は、それぞれ内閣総理大臣が緊急事態を布告することができると
規定されている。
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　これらの法律との対比で、災害対策基本法によって緊急災害対策本部が行うことは、１）
供給が特に不足している生活必需物資の配給又は譲渡若しくは引渡しの制限若しくは禁
止、２）災害応急対策若しくは災害復旧又は国民生活の安定のため必要な物の価格又は役
務その他の給付の対価の最高額の決定、３）金銭債務の支払いの延期及び権利の保存期間
の延長、と規定される（災害対策基本法第 105 条）。
　このように災害対策基本法は、国、都道府県、市町村、指定公共機関など災害対応の関
係機関等の位置を規定し、さらに緊急的な対応が必要な場合においては、災害対策基本法
の目的の範囲において、都道府県及び市町村が行うことに、国が緊急的に介入することが
できると規定している。この場合において秩序の維持のうち、警察によるものは警察法に、
国防に関するものは自衛隊法の緊急事態に関する規定によることになる。よって、災害対
策基本法は、災害に関わる基本的な枠組みの整理、特に国、地方公共団体の役割分担を規
定するとともに、規定することによって他の法との整合を図る法であるとも解釈される。
それでも災害対応の細目は、依然として消防など実施の単位に委ねられるほか、自衛隊及
び警察の活動は、それぞれ根拠法が異なることになり、災害対策基本法には自衛隊及び警
察に関することが現れていない。よって、災害対策基本法のみでは災害対策の活動の細目
において、それぞれの機関等が行うことに混在が生じるという弊害を明確には除去できな
いことになる。
　このような災害対策基本法に対する批判は、次のように列記できる。
①災害対策基本法は、災害の場合の対処方法のうち、避難勧告、警戒区域の設定等を市長
村長の権限としていることから市町村原則主義である（米国やドイツの場合と同じ。）。そ
れ故に災害対策基本法は小規模災害に適するものの、相当規模の震災には適さないという
批判が、今回の改正前からあった32）。
②災害対策基本法は、国、地方公共団体、指定公共機関等による災害対応の枠組みを規定
する法律である。本則では、都道府県が地域防災計画によって危機管理システムを構築す
ると規定しているが、それは災害予防計画、災害応急計画、災害復旧計画の各計画によっ
て構成されている。ただし、それぞれの計画は関係機関への行動提案計画となっているか
ら、特に初動の段階での明確かつ実効的な目標を設定していない（実施は市町村消防が事
実上中核になる。）33）。
③地域防災計画は、被害予想自体が広範囲を対象とするが故に、当該計画自体に不確定な
要素が残るという弊害がある34）。
④地域防災計画は、行政機関以外の行動に対して、実効性において必ずしも強制力を伴っ
ているわけではなく、事前の協定等が必要な場合が多い。これが故に関係機関相互の権限、
業務を侵害しないための便法として「調整」という不明確な用語が協定の方法として規定
される 35）。
⑤災害対応では、交通、通信、治安、保険・衛生、ライフラインの確保など考慮する要素
が多分野に亘るため、極めて多くの手段が必要になる。地域防災計画の実施については複
雑な実施形態の必要が想定される36）。
⑥よって、災害対策基本法の観点からみた都道府県の場合で、地域防災計画の実効性を高
めるためには、集権的な指揮命令体系を確立する必要があるという課題提起が容易に想定
されるが、実際の対応は既に地域適合性に応じて市町村単位に分散して存在している37）。
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　改正前の災害対策基本法の今後については、阪神淡路大震災の経験を受けて、真山達志
（「地方自治体の危機管理システム」ジュリスト　1995 年６月 20 日号）も次のような疑
問を提示している38）。
①地域防災計画が想定していなかった場合の検討、特に災害が広域に及んだときの危機管
理システム構築をどのようにするのか。
②民間と行政のパートナーシップのあり方で、具体的にはボランティアの役割をどのよう
に位置付けるのか、また行政とボランティアとの協力をどのように位置付けるのか。
③都道府県、市町村の政策能力について、実際に地域防災計画に従って行動するのが個々
の人間であることを考えると、個々の行政職員の能力が問われるのではないか。それは地
域防災計画の広範囲・漠然が故に増幅される傾向にある。
　結局、災害が生じれば、都道府県、市町村の職員は、その状況を把握し、それを受けて
自らの判断で行動することが要請されるのである。そして、このような問題解決のために
自ら考え、行動していく能力こそが、本来の政策能力の原点である。状況把握能力、及び
問題解決能力の裏付けこそが地域防災計画及び市町村防災計画の実効性を担保する。
　換言すれば、真山達志はそれぞれの防災計画が机上の計画に過ぎないのか、否かの判断
は、真の政策能力とは何かを再考することと同義であるとしている。
　東京都による東日本大震災以降の地域防災計画の改正の主眼（　２）を参照）は、真山
達志の批判を概観的に反映したものであるといえる。
　２）改正の焦点
　東日本大震災での対応を踏まえて、大規模災害に備えた防災対策の充実及び強化を目的
として、平成 23 年 10 月に中央防災会議の専門委員会として防災対策推進検討会議が設置
された。ここでの検証を経て、平成 24 年６月 19 日、第 180 回国会（平成 24 年通常国会）
に「災害対策基本法の一部を改正する法律案」が提出された。改正の内容は、次のとおり
である39）。
①大規模広域な災害に対する即応力の強化（第 51 条及び第 53 条関係）
　市町村の行政能力の低下が著しい場合で、被害状況、情報収集が十分ではなくなったと
きには、国・地方公共団体等の災害対応責任者が連携して災害応急対策を実施するものと
して、市町村に代わって都道府県が自ら収集等必要な措置を講ずべきとしたことがその内
容である。
②地方公共団体間の応援業務等に関する都道府県・国による調整規定の拡充と対象業務の
拡大（第 67 条、第 68 条、第 72 条、第 74 条、第 74 条の２関係）
　地方公共団体間の応援について国が「調整」する制度がなかったことから、被災した地
方公共団体への人的な応援強化を目的にしながら、災害応急対策業務に係わる地方公共団
体間の応援要請について「調整機能」を拡充し、国による「調整規定」を規定したことが
内容になる。また、都道府県に市町村からの要請への応諾義務がある事項（第 62 条）に
ついて、その内容を拡大して、避難所運営支援、巡回健康相談、施設の巡回などを追加し
た。
③地方公共団体間の相互応援等を円滑に行うための平素の備えの強化（第８条、第 40 条、
第 46 条関係）
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　地方公共団体と他の機関との相互応援が円滑に行われるように、国、地方公共団体、民
間事業者などは地域防災計画等において相互応援や被災住民の受け入れを想定して規定を
するように規定された。
④次に大規模かつ広域な災害に対する被災者対応については、物資が不足する市町村から
の要請を待たずに、国、地方公共団体は自らの判断で物資等を供給することが定められた。
これを受けて、国、地方公共団体は運用事業者である指定公共機関等にその輸送を要請で
きることも規定された。さらに市町村を超えた被災住民の移動・受け入れについては、そ
の対応が迅速ではなかったことを受けて、地方公共団体間の被災住民の受け入れ手続、調
整手続に関する規定も設けられた。（新設）
⑤そのほか改正には、教訓伝承、防災教育強化（第７条、第 46 条関係）がある。アメリ
カの例（本稿第４項及び第５項）にあるように、災害時当初では被災地域の住民による対
応が重要である。国、地方公共団体のみならず、市町村における活動が開始されるまでの
間、被災者は多くの場合に自らを守る必要に当面する。そのため、住民の責務として災害
教訓を伝承すること、さらに国、地方公共団体、民間事業者が、防災教育を行うよう努力
することが義務化した。これに関連して、地域ごとの防災計画等に多様な主体の意見を反
映できるよう、自主防災組織を構成する者、学識経験者が当該計画の策定過程に参画でき
るようになった（第 15 条関係）。あわせて国及び地方公共団体の防災会議を平時における
諮問的機関とすること、並びに災害応急対策の実施を国、都道府県、市町村の災害対策本
部に一元化して、効果的な対応が可能にすることが加えられた（第 11 条、第 14 条関係）。
　総括すれば、第 180 回国会での災害対策基本法改正の要旨は、地方公共団体相互の連携
の強化の明文化と、広域かつ甚大な場合の即応力の実現に集約される。具体的な主要項目
は、大規模かつ広域の災害に対する即応力の要素として１）情報収集、伝達、共有の方法
の設定、２）地方公共団体相互間の調整規定の制定、３）平素の備えの強化、４）国によ
る物資等の供給であり、３）には被災者対応の改善、教育伝承、防災教育の強化及び防災
計画策定への多様な主体参画の機会の確保がある。
４　災害対策の実践について
　次に欧米の仕組み、及び実践を概観してみよう。最初にアメリカの場合であり、次にド
イツの場合である。
　１）アメリカの仕組み
　アメリカの仕組みは、明確で、かつ公開され、理解が容易なことに特徴がある。アメリ
カでは、災害の対応は州等の地方自治体の緊急時対応部門が行う。ただし、州等での対応
を超える被害のときは、州知事の要請及び FEMA の勧告によって、アメリカの大統領が
緊急事態宣言（Declaration）を発することを受けて、連邦政府が対応することも可能に
なる。こうした仕組みは、ドイツと同様である40）。
　FEMA は、カーター政権のときに、従来分散していた危機管理業務を一元化して、かつ、
防衛と災害対応を統合するために 1979 年４月に設立されたもので、契機は 1979 年３月の
スリーマイル島の原子力発電所での事故であった。このときの連邦政府と地方自治体の対
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応の遅れが批判されたことによる41）。
　1990 年代に至ると冷戦構造が崩壊し、FEMA のあり方にも変化が現れた。1992 年８月
のハリケーン「アンドリュ－（Andrew）」では、連邦政府が州からの要請を待ったため
に対応が遅れた。これに応じて、1993 年には FEMA の機能改革が行われた。それは、被
害の軽減（mitigation）、準備（preparedness）、緊急対応（response）、復旧（recovery）
の４つの目的に応じた組織の整理であり、軍事情報であれ、災害情報であれ、情報を一箇
所に集中させ、共有することの重要性を強調するものであった。この FEMA のあり方を
軸にして、州と連邦との関係は災害救助法（Disaster Relief and Emergency Assistance 
Act 1970）によって整理されて災害支援や救助が実施されることになる42）。
　五十嵐仁の報告（2012 年 11 月 17 日）によれば、このアメリカのあり方の特徴は、次
のように整理される43）。
　１）最小単位での現場指揮・統括が容易なように、移動式の指揮車が活用されている。
日本では、建物内に本部等が設置されるが、アメリカではそれぞれの現場に移動式の統括
機能が設定されて対応する。消防隊には、元来から緊急対応のための大規模かつ近代的な
設備がある訳ではなく、実質的な指揮権は、情報の共有を基盤にしながら、現場単位にあ
る。
　２）民間のボランティアベースの活動は、地方自治体と連携している。
　３）情報の共有は、簡易なツールによって可能であり、ipad のレベルでも、常時、国
内の警察官、消防官の死亡等に関する情報を受信でき、パソコンレベルでは警察無線の受
信が可能である。移動型の指揮車やパトロールカーにはこのための機材がコンパクトに搭
載されている。
　４）極めて多様な国民（人種等）が在住するため、原則は明確に設定されている。
　５）それでも、統括的な位置にあった FEMA が十分に機能する機会は少なかった。現
在では、FEMA は国土安全保障省（U.S. Department of Homeland Security）の一部局と
なっているが、災害時の対応（Response）という段階に限れば、アメリカの場合は通常
の救急、すなわち病院、消防、警察等の機関の緊急対応での連携を容易かつ深めることに
焦点がある。権限の集中ということではなく、機動力の活用のための情報共有、ノウハウ
の整備が重視されているのはそのためである。
　９.11 同時多発テロ以降の国土安全保障省の設立に伴い、FEMA は国土安全保障省の管
轄下にあり、本部をワシントンＤＣに置き、全米 10 箇所に地域事務所（主）を持つほか、
事務所（従）を約 1000、職員が約 2800 名という規模である。長官は、大統領が指名し、
その組織、及び配下には地域運営局、準備・対応・復旧局、連邦保険・災害軽減庁、消防
庁、情報・技術サービス局などがある。しかしながら、アメリカの仕組みは FEMA によ
る統一管理よりも、FEMA による連邦政府機関の役割分担の明確化と、地方自治体によ
る対応が重点になる44）。
　２）ドイツの実行
　ドイツのエシュデで発生した高速鉄道の事故（1998 年）の対処からドイツの実行を概
観する45）。
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　事故対処についていえば、東日本大震災のような面ではなくて点での対処である。東日
本大震災のような広域災害とは異なる。ドイツのエシュデでの鉄道事故は、ADAC（ド
イツ自動車連盟：Allgemeiner Deutscher Automobil-Club e.V．）という高速道路での交
通事故対応の救急ヘリのシステムが存在するところで、広域の捜索を必要としない「点」
における災害として発生した。
　列車に搭乗していたのは乗客が 287 名で、乗員が８名である。そのうち事故で亡くなっ
た方は 101 名で、96 名が即死でした。よって東日本大震災と同じように、生存しているか、
又は即死で亡くなっている（震災の場合は津波による行方不明）かのいずれか、という状
況であった。東日本大震災では、津波や地震による重症者が余り見られない傾向があった
が、エシュデの事故も負傷しているか、亡くなっているかという状況で、無事な乗客は全
体の３分の１程度で、中等症以上の負傷者が 88 名であった。発生は、1998 年６月３日午
前 10 時 59 分であった。
　1998 年６月３日、ドイツの ICE884 列車は、ミュンヘンからハンブルグに向かっていた。
事故が起きたのは、ニューザクセン州のセレ（Celle）に位置するエシュデというところ
である。エシュデを通過中に、先頭車両の車輪のひとつが金属疲労のために破壊して車体
から離脱した。高速列車はこれが原因で脱線した。１号車から５号車までが脱線したが、
問題は６号車から後ろの車両にあった。６号車が橋の橋脚の真下を通過中であり、脱線し
て橋脚に追突した。このため６号車が橋脚のところで閊えになり、７号車から 14 号車ま
での車両が押し潰されることになった。速度は約 200㎞/h であった。こうして６号車以
降の車両に多くの死者が出た。ただし救難にとって幸運だったことは、ひとつに天候が良
かったことであり、他は周辺の牧草地に救難・搬送のために飛来する救急ヘリなどを収容
できたことであった。
　事故後の対処を見てみよう。事故後、病院、消防、警察等の関係機関への通報は速やか
に行われた。事故発生が 10 時 59 分であるが、11 時 15 分にはツエレという近くの町の総
合病院から最初の救急チームが到着した。それから短時間のうちに、現場での医療行為を
行う資格をもった医療関係者、つまり日本でいう DMAT に相当する医療関係者 13 人が
加わった。さらに関係機関によって、ドイツ北部の救急ヘリ（ドイツ連邦軍を含む）39
http://de.wikipedia.org/wiki/Hermannsburg　（引用）
http://de.wikipedia.org/wiki/ICE-Ungl%C３%BCck_von_Eschede（引用）
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機に出動要請が出されたことから、順次救急ヘリ等が現場に集合した。そして現場の医師
は、最終的に 83 人に達した。この間、救急車も集合してきた。これらの救急ヘリと救急
車を手段として、医師が中核になりながら、負傷者を 22 箇所の病院に分散して収容した。
救急にとってはこの「分散」が重要であり、相当の規模以上の災害等での負傷者の搬送は、
例えば重症者をひとつの災害拠点病院に集中させるということではなく、それぞれの災害
拠点病院に２名くらいに分散させて収容することが必要になる。この事故では、ドイツが
約２時間の間に概ねそれを実行した、ということが重要であった。搬送後に病院で亡くなっ
た方は５名であったものの、これを日本医科大学事故調査団は、もちろん実際の症状は負
傷者ごとに千差万別であるが、一般論として重症者が２時間放置されると再起不能に至る
という考え方に照らすと、医療の観点から対処は良好であったと評価している46）。
　エシュデの事故で負傷者の広域搬送に使用されたヘリは、BK117、Bo105 といった中型
から小型のものであった。これが投入されて搬送に従事したのであるが、ドイツではヘリ
による救急は、日本よりも普及していている。病院などのヘリの運航拠点から、飛行時間
にして 15 分間の行動半径で円を描くと、ドイツ国土のほぼ全域を円で網羅することにな
る。この救急ヘリシステムを活用して、かつ、医師が日常の救急に関する知識を応用して
対処したのがエシュデの例であり、既存のインフラ、システムの拡大応用が可能であるこ
とを示した例が、この高速鉄道の事故であった。
　救急・救難の起動と指揮命令にも特徴があった。
　10 時 59 分に事故が発生して、その４分後には近隣の消防と、救急ヘリの基地に通報が
あり、11 時 07 分には最初の消防が現場に到着している。それが近隣に所在していたとい
うこともあったが、相当に早い時期の到着であった。ドイツの軍隊のひとつの単位である
国境警備隊にも通報されている。そして 11 時 15 分には、最初の救急ヘリが飛来した。こ
れは最初に通報を受けた基地の救急ヘリだと推定されるが、このときから医師が現場に
入っていることになる。そして 11 時 16 分に国防軍によって大災害宣言が発令されている。
これによってドイツでは町の診療所でも負傷者を受け入れる義務が生じる。つまり以降、
基本的に病院はこの災害によって発生した負傷者を受け入れなければならない。11 時 23
分にハノーバ大学病院から２機目のヘリが到着し、３機目としてハンブルグ基地からドイ
ツ空軍の探索機が到着した。以降そこに次々と救急ヘリ等が飛来して搬送が開始され、あ
わせて救急車による陸送も開始された。12 時 55 分には亡くなった方と救出に困難を極め
た１人（14 時 32 分に搬送）を除いて、負傷者は現場に存在しなかったとされている。こ
の間、概ね 120 分である。このときの現場の様子について日本医科大学の報告書は、医師
の立場から、つまり医療行為の観点から良好であると評価をしているが47）、日本の救急ヘ
リ事務局の報告書は運航の観点から救急救難全体を視野に入れているから、全体は必ずし
も良好であったと言えない、と批判している48）。端的に表現するならば、ヘリの運航者は
現場では混乱があったとし、医療関係、特に救急医療関係者は現場に混乱がなかったとし
ていることになる。
　エシュデの現場統制は、「大災害時の医療支援（Major Incident Medical Management 
and Support）」（英国の救急救難に関する標準書）に示されているとおり49）、警察が中心
になって行った。警察が全体の指揮をとり、立ち入りを規制する。そして搬送の主力は救
急車であるものの、内訳はヘリによった者が 27 名、救急車によった者が 60 名であった。
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救出・搬送に動員された車両は約 350 台であった。日本における JR 福知山線のケース
（2005 年４月）では、事故当時 DMAT など医療関係者が、主体的かつ積極的に活動して
いるが、そこには事故全体を見るという視点がなかったという反省があった50）。具体的に
は、消防、警察、JR 等による合同の現場統制が存在しなかったことをいう。このために
DMAT のチーム相互の調整の不十分、これらのチームに対する補給の不十分、及び病院
とこれらのチームとの間の調整不足が生じたと指摘されている51）。そのほか JR 福知山線
の場合と、エシュデの場合とを比較すると、JR 福知山線の場合には、陸上自衛隊に対し
て災害派遣要請がなされたのが 11 時 04 分であり、事故発生から概ね 100 分経過後であっ
た。陸上自衛隊は指揮命令系統も相当の段階を経る必要がある大きな規模の組織であるか
ら、実際の出動までにさらに時間を要した。
　エシュデでの搬送が迅速であった要因は、日本医科大学の報告書によれば「（負傷者の）
選別は重症者管理における定例的な長年の経験により容易であった。経験に基づく地域的
な及び超地域的な外傷手当ての可能性に関する知識は、最終的に個々の病院に過剰な負担
をかけることなく、広範囲に患者を分配し、ほとんど全ての患者に迅速な個別医療による
外傷治療を可能にした」52）とされる。これは日常から救急ヘリに搭乗している医師が、個々
に判断して患者を選別して搬送したことを意味し、そのときに自分の基地である病院と、
日常で救急搬送に関係している病院とを併せて受け入れ先の対象にしながら搬送したこと
を指している53）。これの積み重ねによって結果的に迅速な対応が可能だったということを
いっている。これに対してヘリを運航する立場からは、医療関係の調整は不十分であった
との報告もある。これは 100 人規模の遺体が残骸の中から搬出されているような状況では
混乱が常であり、医師による治療の評価とは異なり、現場全体は混乱していたとするもの
である54）。いずれも事実ながら、ドイツのこの事故では、医師（災害医療有資格者）の個々
の日常経験と、それぞれの医師の病院に関する広範囲な知識が前提になって、エシュデの
事故時に救急ヘリというドイツの既存の制度を拡大活用できたこと、救急車が活用された
こと、大災害宣言など制度的な裏付けも明確かつ迅速であったために、結果、搬送を約２
時間で可能にしたということが重要になる。
　結局、日本医科大学の報告書は、この事実を受けて、エシュデの事故対応を１）対応が
迅速であったこと、２）ヘリを集中できたこと、３）分散によって、それぞれに集中治療を
実現したこと、４）医療関係機関の間で適切な調整が行われたことによって「防ぎえた死」
が存在しなかった例として評価している55）。
　これに対して、JR 福知山線の事故の対応について日本の医師が評価していることが、
比較的に参考になる。良好であったと評価されるのは１）早期の医療活動の開始、２）医
師と救命士による迅速なトリアージの実現、３）重症者の分散搬送の実施、４）救助隊（消
防）と医師の協力の達成について、以前にはない良好な結果を残したことである。その理
由は、１）事故が昼間の市街地であったこと、２）地元消防の現場指揮所設置が早かった
こと、３）事故現場近隣に救急対応の病院が多数存在したこと、４）EMIS（Emergency 
Medical Information System）（PC を駆使した医療広域情報システムのこと）など阪神淡
路大震災の経験を踏まえたツールが生かされたこと、５）市民の協力があったこと、６）（以
前と比較して）救急救命士の数が増加したこと、を列挙している（「JR 福知山線脱線事故
に対する医療救護活動について」（日本集団災害医学会　平成 18 年））。医療のあり方を背
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景としているためにその内容は、日本医科大学によるエシュデの報告と類似である。それ
でも個別の批判として兵庫県災害医療センターは、DMAT 等の医療チームに対する出動
要請がほとんどなく、例えば県とか、消防機関を通じて計画的に派遣が実施されたという
ことではなく、医療チームの自主的な活動として、それぞれが自身の決定によって出動し
てきたことが、結果的に現場の医療チーム間の連携・調整の不十分を生じさせ、又、それ
ぞれの医療チームに連絡・調整担当が少ないことからも、それぞれの所属病院と医療チー
ムとの間の連絡調整の不十分も生じさせたと報告している。よって、今後のためには総体
的な連絡調整のためのシステム構築が必要であると結論している（「JR 福知山線列車事故
における現地医療活動について」（兵庫県災害医療センター））。
　ドイツの実践では、従前から継続して存続するボランティア組織が協力したこと（いわ
ゆるドイツ騎士団）や、災害医療担当の専門医が参集したこと、加えて救急ヘリの 15 分ルー
ル（急病人、負傷者を 15 分以内に収容しなければならないという法原則の存在）など実
効的な救急体制が存在したことが特徴である56）。さらに指揮のあり方にも着目する必要が
ある。ドイツでは、法律上、災害等の場合には州政府が第一次的な責任の主体になる。そ
して州政府の次に警察がいて（具体的な活動単位でカウントすれば）、これが現場を統制
する。州政府の諸機関と警察力が不足した場合には、国防軍がこれを補完することになる。
日本の場合の「調整」という規定と異なり、補完関係が（明確に動くという意味で）浸透
していることが、日本の場合と異なる。エシュデでは、消防、警察及び軍によって、混乱
を伴いながらも、総合的には効果的に救難・救命救急が行われ、搬送に関する情報交換・
調整は、全て携帯電話で行われたものの、医師たちの経験がそれを可能にした。
５　米国、ドイツの災害対策から学ぶこと
　米国の災害対応は、現場単位での合理性・実効性の追求に焦点がある。FEMA という
連邦政府に位置する機関を中心とした一元的な統制よりも、自助としての地域の消防、病
院などの対応が重要視され、そこでの情報共有が促進・整備される。それによる地域単位
での対応が不可能な規模等、いわば限界は予め地域の消防等から報告されるから、災害対
応では地域単位での対応の積み重ねにこそ、危機管理の原点があるともいえる57）。
　ドイツの災害対応は、アメリカと同様に地方政府の対応が原則とされながらも、地方政
府単位の制度を上回る規模や内容では、既存の制度が広範囲に拡大して活用される下地が
存在することに危機管理の原点の一つがあるといえる（ADAC の活動や地域のボランティ
ア（騎士団）など社会環境をいう。）。エシュデでの対応では、それが明確に現れた。エシュ
デでは、主導は、そうした環境の中での救急ヘリと救急医の判断にあった。
　この２つの事例から、日本が学ぶことがあるとすれば、災害対応の機軸を何におくのか、
ということについて、アメリカやドイツでは自在な変更や応用を可能にする下地が存在し
ているという認識である。実際、アメリカでは、災害対応が円滑に進まない事例が多く、
国民の多民族性や言語の多様もその原因であると推定されるが、それは対処の備えのあり
方が明確であることと併せて、現場でのあり方が重要であることに繋がっている58）。ドイ
ツでは、国民性に応じて災害の内容に合わせた意思統一が容易であると推定されるが、事
前の備え、つまり「制度」に「国民性」という実効性担保のための構成要素のひとつが合
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致しているとも解釈される。
　２つの事例の解釈では、それぞれの社会の国民性や、制度を支える既存の活動や思想に
も広く視野を広げる必要がある。それによって災害対応を促進している要因、又は妨げる
要因が認識されるからである。
６　結語
　日本の災害対応の見直しは、東日本大震災を契機に急速に進行している。災害対策基本
法の改正や、ドクターヘリの配備促進、異なる地方自治体を跨ぐ活動を繋ぐ連携の訓練、
異なる主体、つまり自衛隊や DMAT の合同訓練の実施などにそうした傾向を垣間見るこ
とができる。これまで東日本大震災前においても、日本の場合にいつも反省として掲げら
れていたのが、組織の縦割りという弊害と、その結果生じる情報の欠如であった59）。東日
本大震災以降、日本はその弊害を除去する方向にあるといってよい。それでも、依然とし
て弊害として残存する事項があるとすれば、日本の社会に適合した方法と視点によってこ
れを解消する必要がある。具体的には、小論（本稿）の範囲でも次のように列記すること
ができる。
　１）形式よりも個別充実重視へ移行すること。被災地では、そこに派遣された組織等に
止まらず、すべての関係者に避難・救命の動機付けが必要であること。それは行政機関に
よる指導や権限重視よりも、住民レベルでも避難・救命の実質を重視するツールや備えを
蓄積することに繋がる（米国の事例から）。
　２）専門職の育成とリーダーシップ発揮の枠組みを構築すること。災害においては、公
務員等の一般事務職によるジェネラリスト的な視点と考察よりも、災害対応の経験を持ち、
想定外にも耐えられる思考が必要になる（ドイツの事例から）。
　３）決断の主体は、災害対応の進展に応じて柔軟に設定する必要があること。多極化と
単一化の両方に対応可能な、柔軟に、かつ成長しながら整理できる体制作りが必要であり、
従来からの指揮命令権の単一・明確化という思考よりも、初動の段階では全体の把握（情
報流通の広域化を軸にしながら）が重視される必要があるということにも繋がる。指揮命
令系統の一元化は、当面、異なる組織が混在した場合において、特に災害の現場で重要に
なる（ドイツ、アメリカの事例から）。
　４）医療を中心とした救命主導（初動段階）の重要性が徹底されること（ドイツの事例
から）。
　５）秩序維持、復興等よりも、捜索・救難主導（初動段階）が重視されること。
　６）「公的、私的の区分」よりも、災害等の現場においてそれぞれの関係主体が持つ機
能こそが優先して評価され、活用される必要があること（ドイツの事例から）。
　７）平素の訓練等の備えの段階では、対応の構図（想定）の準備・検討が重要であるこ
と。関係機関が「行ってみる」という行事的な訓練のみでは、実効性を養うことができな
い（FEMA 等によるアメリカの訓練の事例；ブラインド形式であり、抜き打ちで、かつ、
地域単位のものがある60）。）。
　これらの視点を実現するために消防、自衛隊、そして DMAT に期待するのは災害時に
は三者が実質的に一体化することである。そこで自衛隊については、災害派遣が国防の次
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に位置するという形式ではなく、国民の生命を守る重要事項であることを明確に掲げるこ
とが必要であり、DMAT については、自衛隊や消防と本格的に連携する方法として、病
院外でのパートナーを伴う活動と医療との接点を平素から十分に検討する必要があり、消
防については、市町村単位の枠組みを超える活動（連携）にも、常に実効性と迅速性を備
える必要がある。これらの三者の一体化が、日本社会での連携の実現と上記各項目の実践
に繋がることになる。今後の焦点である。
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